
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券　・・・　償却原価法（定額法）による。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　最終仕入原価法による。

（３）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
　定額法による。
②無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法による。
③リース資産

（４）賞与引当金の会計処理
従業員の賞与支給に備えるため、当期末における要支給額を計上している。

（５）退職給付引当金の会計処理
従業員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合要支給額（簡便法）に基づき計上している。

（６）消費税等の会計処理
税抜方式による。

２．基本財産及び特定資産の増減額およびその残高

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

預金 0 2,000,000 0 2,000,000
投資有価証券 3,000,000 0 2,000,000 1,000,000

小計 3,000,000 2,000,000 2,000,000 3,000,000
特定資産

建      物 162,024,821 0 9,446,566 152,578,255
構　築　物 19,779,458 0 2,528,683 17,250,775
施設改修積立預金 30,000,000 0 20,000,000 10,000,000

小計 211,804,279 0 31,975,249 179,829,030

214,804,279 2,000,000 33,975,249 182,829,030

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位・円）

当期末残高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対
応する額）

基本財産
預金 2,000,000 (2,000,000)
投資有価証券 1,000,000 (1,000,000) ―

小計 3,000,000 (2,000,000) (1,000,000) ―
特定資産

建      物 152,578,255 (152,578,255) ― ―
構　築　物 17,250,775 (17,250,775) ― ―
施設改修積立預金 10,000,000 ― (10,000,000) ―

小計 179,829,030 (169,829,030) (10,000,000) ―

182,829,030 (171,829,030) (11,000,000) ―

４．担保に供している資産

担保に供している資産はありません。

合　　　計

財務諸表に対する注記

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

但し、平成20年3月31日以前に開始したリース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっている。

科　　目

合　　　計

科　　目



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産（非償却資産を除く）の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである
（単位・円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,100,967,651 807,144,584 293,823,067  

112,822,274 95,571,499 17,250,775

 機 械 装 置 9,600,920 9,403,519 197,401

 器 具 備 品 71,840,129 64,265,607 7,574,522

リース器具備品 38,062,630 23,449,750 14,612,880

1,333,293,604 999,834,959 333,458,645
   

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位・円）

帳簿価額 時価 評価損益

1,000,000 1,001,900 1,900

1,000,000 1,001,900 1,900

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

金　　額

11,975,249

11,975,249

利付国債債券

合　　計

内　　　　　容

減価償却費計上による振替額

合　　　　計

科　　目

 建      物

 構　築　物

合　　計

科　　目


